
１ 現基本構想・基本計画の進捗状況など

政策分野別検討シート【子育て分野】 資料４－１

基本構想：
「子育て安心」ビジョン

～概ね10年後のあるべき姿～

板橋の宝である子どもたちを地域全体で育て、
すべての子育て家庭を支えるため、地域団体や
事業者、企業、大学など恵まれた地域資源が
連携し、子育てしやすい環境が整う中で、地域
に見守られながら安心して子どもを産み育てる
ことができ、親子がともに成長しています。

男女を問わず、仕事と家庭の両立などライフ
スタイルに応じて子どもを育てることができ、
ゆとりをもって生活を楽しむことができます。

子どもたちが安心して安全に過ごすことが
できる居場所が整っており、すくすくと未来を
担う子どもたちが成長しています。

基本計画2025：
実施施策（６施策）
※施策指標は資料4-2参照

【子どもを取り巻く社会環境の変化への対応】

１ 子育て施策の総合的な推進

3 育児と仕事の両立支援

【すべての子どもが持つ権利の保障に向けた取組】

5 子育てセーフティネットの充実

【誰もが安心して子どもを産み育てることが

出来る環境づくり】

2 子どもの成長と子育ての支援

４ 地域ぐるみの子育て支援の推進

6 子どもと母親の健康づくり

３ 政策分野における課題・区の状況

４ 論点 政策分野における「あるべき姿」と「施策のあり方(方向性)」の事務局案

【国】

⑴ 「こども基本法」を施行（R５年４月）【図表１】

基本理念のほか、子どもの意見表明などについて定める。

⑵ 「こども家庭庁」を新設（R5年４月）

「こどもまんなか社会」の実現をめざす。

【都】

⑴ 「東京都こども基本条例」を施行（R3年4月）

国に先立って、子どもの権利尊重や安心・安全の確保、居場所

づくり、子どもの意見表明等について定めた。

⑵ 「子ども未来アクション２０２４」（R6年２月）を策定

「チルドレンファースト」の社会を目指し、子ども目線の政策を

推進する指針とした。子どもの声を政策へ反映する過程を

「見える化」したもの。

１ 子どもを取り巻く社会環境の変化への対応 ２ すべての子どもが持つ権利の保障に向けた取組

【国】

⑴ 「こども未来戦略」（R5年１２月）
次元の異なる少子化対策の実現のため、「加速化プラン」として
3年間という短期集中的な取組を掲げた。【図表４】
①ライフステージを通じた子育てに係る経済的支援の強化や
若い世代の所得向上に向けた取組

②全ての子ども・子育て世代を対象とする支援の拡充
③共働き・共育ての推進
④子ども・子育てに優しい社会づくりのための意識改革

⑵ 「健やか親子２１」

妊婦・子育て家庭への伴走型相談支援と経済的支援を一体化

した「出産・子育て応援交付金」の実施

“ひと（個人）”の視点
いたばしで子どもを産み、育て、
育ちたいと誇りに思うまち

あるべき姿 施策のあり方(方向性)

⑴ 若い世代の定住化

①近年における出生数・出生率の大幅な減少【図表５・６】

②30～49歳人口の実数・総人口に占める割合の減少

③子育て世代の転出超過傾向【図表７】

④18～40歳代の「定住意向（77.6％）」
「愛着を感じる（77.6％）」「誇りを感じる（39.0％）」割合は
高まっているものの、全体（83.9％、80.3％、47.3％）よりも
低い
⑤共働き・共育て世帯の増加【図表８】

⑵ 幼稚園・保育所における欠員、利用者サービス向上の視点に

立った新たな国制度の導入

①R４年に保育所待機児童ゼロを達成、継続しているものの、
欠員対策が新たな課題【図表９】

②誰でも通園制度のR８年度導入

１ 子どもを取り巻く社会環境の変化への対応 ２ すべての子どもが持つ権利の保障に向けた取組

⑴ 子どもの権利擁護にかかる取組の充実

①児童相談所機能による児童虐待防止の推進

②ヤングケアラーへの気づきと関係機関等における普及啓発、
及び発見から支援への仕組みの構築【図表10】

⑵ 社会的養育の推進

①家庭養育優先原則に基づき、里親等委託の推進、及び一時
保護所・児童養護施設等における家庭的養育環境の充実

②ケアリーバー（社会的養育経験者）にかかる自立支援の充実

⑶ 子どもの意見表明・社会参画の推進

①子どもの意見表明支援、声を聴く仕組みの構築

②いたばし子どもワークショップの試行（Ｒ６年８月28日）
参加者35名（小学生21名、中学生11名、高校生3名）

３ 誰もが安心して子どもを産み育てることが出来る環境づくり

⑴ 子ども包括的支援体制の強化

①すべての妊産婦、子育て世帯、子どもへ児童福祉・母子保健分野が一体的に相談支援を行い、切れ目のない子育て支援のさらなる
充実に向け、子ども家庭総合支援センター（ＩＳＣＦ）と 健康福祉センターによる「こども家庭センター」機能の強化

②発達に気がかりのある子どもの相談・支援の場としての板橋区子ども発達支援センターとの連携

③子育て応援児童館（ＣＡＰ’Ｓ）などにおいて、地域で気軽に相談できる「地域子育て相談機関」としての機能強化

④児童人口は減少する一方、増加傾向が続く養護相談・虐待件数への対応と、家庭支援・親子関係形成などのポピュレーションアプローチ
（一次予防として全体へ働きかける取組）・予防的取組の充実【図表11】

⑵ 児童福祉施設の老朽化・リニューアルを契機としたサービス・機能の向上

①築40年以上：児童館17館（全26館平均減価償却率64.5％）、区立保育園31園（全35園平均減価償却率73％）

②区立保育園の民営化と、区立保育園として存続させる園の役割・機能強化

③児童館と健康福祉センターによる「こども家庭センター」「地域子育て相談機関」の機能強化

“まち（地域）”の視点
誰一人取り残さず、あたたかい人と地域
全体で子どもをはぐくむまち

【国】

⑴ 「児童福祉法」を改正(R4年6月) 【図表2】

①子どもの包括的支援体制強化

（こども家庭センター、地域子育て相談機関等）【図表3】

②児童の意見聴取等の仕組みの整備

③児童相談所・一時保護所の支援・体制強化

④社会的養育経験者等の自立支援強化 など

【都】

⑴ 「東京都こども権利条例」を施行(R3年4月)

３ 誰もが安心して子どもを産み育てることが出来る環境づくり

【都】

⑴ 「子育て世帯の経済的負担軽減に向けた取組」
①018サポート
②高校生等の医療費助成
③高校等授業料実質無償化
④第2子の保育料無償化

⑵ 「とうきょうママパパ応援事業」の実施

子育て家庭の不安軽減、妊婦・乳幼児・保護者の健康保持が目的。

⑶ 「ファミリーアテンダント」

子育て世帯へのアウトリーチ型支援の構築。

⑷ 「子供・子育てメンター“ギュッとチャット”」

SNS・AIを活用した、子育て世帯向け相談できるプラットフォーム

2 国・都などの動向

子育て世代に寄り添い安心して
産み育てられる環境の整備

ライフスタイルに応じた
産前から切れ目のない支援の拡充

すべての子どもが安心・安全に
成長できる体制の強化

地域の中で親子がともに
楽しめる取組や居場所の充実

“みらい（環境・仕組み）”の視点
未来を担う子どもが豊かな環境の中で
子どもらしく健やかに成長するまち

子どもの権利を守り
意見を尊重する仕組みづくり


